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1 　はじめに―障害学生支援の現状―
1．1　障害学生支援の現状
独立行政法人日本学生支援機構（「機構」）は2017年
4 月，全高等教育機関（大学，短大および高専．「大
学等」）対象の悉皆調査（回答率100％）にもとづく『平
成28年度（2016年度）障害のある学生の修学支援に関
する実態調査結果報告書』（機構 2017a）を公表した．
それによれば「平成28年 5 月 1 日現在における障害
学生（「身体障害者手帳，精神障害者保健福祉手帳及
び療育手帳を有している学生又は健康診断等において
障害があることが明らかになった学生」）の数は
27,257人（全学生数3,184,169人の0.86％），障害学生在
籍学校数は898校（全学校数1,171 校の76.7％）で，前
年度より障害学生数は5,536人増，在籍学校数は18校増」
であり，障害者差別解消法施行（2016年 4 月）後，「各
大学等において障害学生支援体制の整備や取組が進
み，さらに学内連携が整ったことにより，障害学生の
把握が一層進んだ」．
支援については「障害学生のうち支援障害学生（学
校に支援の申し出があり，それに対して学校が何らか
の支援を行っている）の総数は13,848人で，前年度よ
り2,341人の増．支援障害学生在籍率は0.43％で前年度
より0.07％の増．障害学生支援率は50.8％で前年度よ
り2.2ポイントの減．支援障害学生在籍学校数は782校
で前年度より25校の増．全学校に占める割合は66.8％
で前年度より2.8ポイントの増」となった．
障害学生は2016年に急増し，大学等の四校に三校は
一人以上在籍し，全国で約 2万 7千人，その半数は実
際に大学等の支援を受けているという現状が分かる．
機構は同時に，調査を開始した2005年度からの推移
を含めた結果分析の報告書（機構 2017b）を発表して
いる．障害学生支援のうち，授業支援については「障
害学生数の増加とともに，授業支援を行なっている学
校数も増加」したことを指摘した上で，具体的に次の
ように分析している（下線筆者，以下同）．
「（平成28年の）授業支援実施学校のうち，支援を行
なっている学校が最も多かった障害種は「発達障害」
で401校，次いで「肢体不自由」が376校，「精神障害」
が363校，「聴覚・言語障害」が337校，「病弱・虚弱」
が329校，「視覚障害」が194校，「その他の障害」が
153校，「視覚障害」が93校，「重複」が101校」「「発達
障害」は平成18年度調査の22校からの10年間で大幅な
増加」「平成27年度から独立したカテゴリーとして分
類された「精神障害」の授業支援学校数は，平成27年
度調査で310校，平成28年度調査では363校と53校増加
し， 1年間で顕著な変化が見られる」．
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障害学生は障害者差別解消法施行の2016年には，全国で5,500人以上増える（前年比）など急増している.多くの大
学等で学生支援における重要な課題となり,多様な障害の実態に即したさまざまな支援・配慮も行われるようになっ
てきた．日本学生支援機構による障害学生修学支援の実態調査結果を活用しながら，障害学生支援の動向のうち，
特に教育の根幹をなす授業における支援に関する注目すべき点を明らかにした．障害学生にとって意味ある支援・
授業支援とはなんであるかを問い,障害学生に対する授業支援によって大学等の授業がそして教育そのものがどう充
実しうるのかを考察した.関連する政策やそれを導く法令なども可能な限り紹介した.各大学等が公的教育機関として
重要な責任を負っていることを前提に,筆者の限られた支援の経験の中から，障害学生支援が当該の学生の成長だけ
でなく，大学等の教員にとって授業改善の貴重な動機となり，結果として，全ての学生がこれからの共生社会で生き，
その担い手となるための能力を身に付けることに結びつく方向性を提示した．
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発達障害についてはさらに，「一貫して授業以外の
支援を実施する学校の数が授業支援の実施校数を上
回っていたが，初めて逆転した．従来『授業担当者が
合理的配慮を行なうという教育型，権利保障型のモデ
ルよりは，専門家が授業外で支援するクリニック型の
モデルでの支援が主流』だったものが，障害者差別解
消法の施行に伴い，教育型，権利保障型の支援が広がっ
てきている」と分析している．
機構（2017a）によれば，この指摘のように授業支
援401校（前年度383校）・授業以外支援393校（同382校）
となっている発達障害学生だけでなく，授業支援363
校（同310校）・授業外支援366校（同350校）の精神障
害学生についても，授業において教員が何らかの支援
や配慮をすることが，ほぼ当然のようになっているこ
とがうかがえる．
学習活動を支える授業外支援や環境整備も，もちろ
ん重要である．だが，授業中・実習中における適切な
支援・配慮こそが，障害学生が授業内容を理解し，試
験を受け，レポートを書き，単位を取得し卒業するた
めに最も大切であることは論をまたない．今後，他の
障害種の学生たちに対しても「教育型，権利保障型」
の支援が増えていくのか，注目される．
1．2　課題の整理と授業支援の重要性
障害学生数が近年のような伸びをこれからも示すか
どうかは分からないが、確実なのは，入学してくる障
害学生の中に，初等中等教育で授業における合理的配
慮を受けた経験者が増えてくることである．
内閣府（2017a）によれば，「平成28年 5 月 1 日現在，
特別支援学校及び小・中学校の特別支援学級の在籍者
並びに通級による指導を受けている幼児児童生徒の総
数は約45万人，このうち義務教育段階の児童生徒は約
38万 7 千人であり，これは同じ年齢段階にある児童生
徒全体の約3.9％に当たる」とされ，「高等学校におけ
る通級による指導制度が平成30年度から開始」となる．
大学等の支援体制の整備が進み，それが学校関係者
に周知されれば，初等教育・中等教育段階の障害のあ
る子どもたちの進学意欲も高まる．例えば高校で受け
た配慮が大学等の授業で行われてない場合，大学等に
申し出れば，提供できない理由が納得いく形で示され
ない限り，合理的な配慮として提供されることになる．
支援を希望する学生も増えるだろう．
文部科学省（2017b）は，こうした状況を踏まえ，「全
ての学生が同等の条件で学べるようにするための教育
環境の調整」「初等中等教育段階から大学等への移行
（進学） 」「 大学等から就労への移行（就職）」「大学
等の連携を含む関係機関との連携」「すべての教職員，
支援補助学生等への研修・理解促進」および「支援情
報の公開」を，各大学等の共通の課題として挙げてい
る．
示された課題の中でも，簡単なはずの支援情報公開
すらほとんど進んでいない．新聞報道（『朝日新聞』 
2017年 6 月 6 日）によれば，学部学生5,202名（2017
年 5 月 1 日現在）の鳥取大学における障害学生の数が，
2012年度14名，13年度20名，14年度15名，15年度26名，
16年度57名となるなど，中国地方の国立5大学全てで
急増している（山口大学は12年度 4名から16年度36名
と 9倍）ことが分かる．国公立大学を中心に，障害学
生が増えていることは予想どおりである．障害のある
受験生たちにとって最も気になる，志望する大学等に
障害学生がどれくらい在学し，どのような支援を受け
ているのかなど，障害学生の個人情報保護を最優先に
しながら，各大学等による正確な情報公開が望まれる．
本稿では，こうした現状のもとで，障害学生にとっ
て意味ある支援・授業支援とはなんであるか，そして
障害学生に対する授業支援によって大学等の授業や教
育そのものがどのように改善される可能性があるのか
を考察する．
筆者には極めて限られた数の障害学生に対する支援
の経験しかない．機構の調査における障害種別は多様
であるが，本稿では基本的に，筆者が主として支援し
た聴覚障害の学生を例に挙げる．考察を試みるなかで，
情報保障を受けながら学ぶ聴覚障害学生を教えること
で，自らの授業全般の内容・方法を改善すべきだと強
く考えることになった筆者の経験を振り返ることにす
る．理由は，障害学生とのかかわりが，一人でも多く
の教員にとって，授業改善の動機づけとなることを期
待するとともに，障害の有無にかかわらず個人に目を
向けて始まる教育改善が，結果として他の多くの学生
にとっても利益になると信じているからである．
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1．3　学生の多様化と教育の質保証
考察の前提として，本特集の焦点となっている「学
生の多様化」が大学等にもたらす課題に対する解決策
は，大学教育の質向上を前提としなければならないこ
とを，国の政策を踏まえて確認しておく．
「高等教育は，国民の知の基盤であり，イノベーショ
ンを創出し，国の競争力を高める原動力でもある．大
学改革，アクセスの機会均等，教育研究の質の向上を
一体的に推進し，高等教育の充実を進める必要があ
る」．これは，内閣府（2017b）（平成29年12月 8 日閣
議決定）の「高等教育の無償化」中の一文である．具
体的に「低所得者層の進学を支援」するため「授業料
の減免措置の拡充と併せ，給付型奨学金の支給額を大
幅に増やす」との施策が掲げられている．
高等教育への「アクセスの機会均等」推進は急ぎ実
施すべき政策である．振り返れば，国際人権規約にお
ける高等教育の漸進的無償化を求めた条項について，
日本が30年以上続けてきた留保の撤回を国連に通知し
たのは2012年 9 月のことであった．低所得者層への進
学支援施策は，国際的な約束を果たす一環である．
この閣議決定で注目すべきは，支援対象者の要件に
関し，「高校在学時の成績だけで判断せず，本人の学
習意欲を確認する．大学等への進学後については，学
習状況について一定の要件を課し，これに満たない場
合，具体的には，ＧＰＡ（平均成績）の状況等に応じ
て，支給を打ち切る」としている点である．ＧＰＡは
「平成23年度現在，学部段階で453大学（約61パーセン
ト）で導入）」「積極的に制度を活用していくことが，
大学教育の質保証の観点から求められる」（文部科学
省 2014）とされる．この給付型奨学金は，ＧＰＡ制
度導入を前提にしていると見なすことができる．
そもそも「高等学校卒業後，生徒がどのような進路
を選択するにせよ，経済的な理由のみによりそれが左
右されることのないような配慮」を国に求めたのは，
中教審答申（2014）であった．
答申は，「年齢，性別，国籍，文化，障害の有無，
地域の違い，家庭環境等にかかわらず多様な背景を
持った学生の受け入れが促進されるよう，具体的な選
抜方法等に関する事項を，各大学がその特色等に応じ
たアドミッション・ポリシーにおいて明確化」し，「新
たな大学入学者選抜実施要項に基づく新たなルールに
則って改革を進めることができるよう，大学にとって
改革のインセンティブとなるような財政措置等の支援
を行う」ことも国に求めていた．これを受けて平成29
年 4 月 1 日施行の改正学校教育法施行規則により，三
つのポリシーの策定・公表が，全ての大学等に義務付
けられたのは周知のとおりである．
こうして，障害学生を含む多様な学生の受け入れは，
「大学改革，アクセスの機会均等，教育研究の質の向上」
一体化推進という国の高等教育政策において，重要な
位置を占めている．
さらに，日本が2014年に批准した障害者権利条約は
「障害者が差別なしに，かつ，他の者との平等を基礎
として，一般的な高等教育・・・を享受することがで
きることを確保する．このため，締約国は，合理的配
慮が障害者に提供されることを確保する」と規定して
いる．条約を「誠実に遵守する」（日本国憲法第98条
2 項）ためにも，国は，大学等において，障害学生の
ＧＰＡが，授業を含め適切な支援・配慮がなされない
ために芳しくないなどということが生じないように，
教育質保証とともに，各大学等に求めることになろう．
現在の高等教育政策の法的な妥当性を前提にしてで
あるが，授業支援を中心とした障害学生支援の質をど
う保障していくかは，大学等の教育質保証のために不
可欠な解決すべき課題であることを，強調しておく．
2 　障害学生の自立に向けて
2．1　聴覚障害学生の認識変容
障害学生にとって意味ある支援・授業支援になって
いるかどうか．この問題について，聴覚障害学生支援
における授業情報保障から考えてみよう．
まず，ある聴覚障害学生への支援報告事例を紹介し
たい．「B さんは，幼児期より一貫して通常学校に通っ
ていた．大学に入学して初めて他のろう学生（主に手
話を使って会話をする聴覚障害学生）と出会い，手話
を知った．そのろう学生との親交を深めていくうちに
手話を習得していった．情報保障を受けた経験は大学
に入るまでなく，大学に情報保障体制があることすら
知らなかった．入学前打ち合わせの際に話を聞くうち
に，「自分は情報保障を受けて周りの学生と対等に学
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ぶ権利があるんだ」と認識を変えた．現在はパソコン
テイクを中心に情報保障を受けている」（山田ほか 
2017: 163）
2015年10月から16年 8 月，群馬大学に在籍する聴覚
障害学生に対して行われたインタビューに基づく論文
からの引用である．機構（2017a）では，聴覚・言語
障害の学生が一人以上在籍する学校は，477校であり，
障害学生在籍学校898校の半分以上，大学等1,171 校全
体の約 4割になり，内訳は，聾575名（前年度577名），
難聴1,263名（同1,093名），言語障害のみ79名（同62名），
合計1,917名（同1,737名）となっている．
増えている聴覚障害学生の多くが，Ｂさんと同じよ
うに通常の学校教育を経ての入学であると思われ，ろ
う者のことを知らないのは当然かもしれない．そのよ
うな学生にとって，手話を主たるコミュニケーション
手段としている学生との出会いは衝撃的だっただろう．
情報保障制度を知り，実際に授業における情報保障
を利用してみて，他の学生がどれだけの情報を得てい
るのかを初めて経験する．制度の意味を知り，活用す
ることを当たり前のように感じる．Ｂさんのように権
利意識の獲得にまで至れば，その意義は極めて大きい．
「教育型，権利保障型」の支援なればこそである．
大学等卒業後，人生の様々な場面で，生じた「障壁」
が社会の側が少しでも変わることで解決することもあ
り得る．そのために「社会的障壁」の存在を当事者か
ら指摘する正当性を自覚できたことになる．授業とい
う限定的な場面にとどまらない普遍的な権利意識は，
行動変容をもたらすであろうし，その教育的効果は計
り知れないと思われる．
2．2　「必要な支援を自分で選択し，他者に伝える
力」
障害者差別解消法の施行にあわせ，文部科学省は，
「学校は，合理的配慮の提供者であることに加え，障
害のある幼児，児童及び生徒が社会に参加していくに
当たり，適切な『意思の表明』ができるよう，必要な
支援を自分で選択し，他者に伝える力を身に付けるた
めの教育を担う機関でもある」として，「役割の重要
性とその責任を十分認識し，特別支援教育の推進に努
めること」と各教育委員会等に通知している（文部科
学省 2015）．
障害者差別解消法は，「行政機関等及び事業者にお
ける障害を理由とする差別を解消する」（第 1条）こ
とを目的としており，「行政機関等は，障害者から現
に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明
があった場合・・・当該障害者の性別，年齢及び障害
の状態に応じて，社会的障壁の除去の実施について必
要かつ合理的な配慮をしなければならない」（第 7条
2項）「事業者は，・・・配慮をするように努めなけ
ればならない」（第 8条 2項）と，当事者からの意思
表明に始まる配慮を想定している．これだけを読めば，
行政機関等に含まれる国公立の学校も，事業者に含ま
れる私立の学校も，子どもたち（保護者を含む）から
の申し出を待って合理的配慮の検討をすればいいこと
になる．
だが，学校は他の行政機関等や事業者とは異なる役
割を果たす必要がある．文部科学省（2015）は，「私
立の専修学校及び各種学校を設置する事業者について
も本指針の対象となることから，各都道府県におかれ
ては，所管の専修学校及び各種学校に対して，下記に
ついて周知を図るとともに，必要な指導，助言又は援
助をお願いします」とわざわざ記している．設置者の
別に関係なく，学校に固有の責任があることを確認す
る文書となっている．　
全ての学校は，「必要な支援を自分で選択し，他者
に伝える力」を育てることを使命とする公的教育機関
である．子どもたちに意思表明ができる環境を整える
とともに，選択する能力や伝える能力を育むことを積
極的にしなければならない．それを行わないで，申し
出が無いから何もしないということは許されない．
大学等も例えば，聴覚障害学生の授業支援として，
後述するように，座席位置の配慮から始まる様々の支
援を可能な限り準備し，障害学生の選択し伝える能力
の育成に努めなければならない．特別支援教育として
ではないが，大学等は「公的な教育機関としての責任」
（文部科学省 2015）を当然のように負っている．
障害者が，学校教育のどこかの段階で，「必要な支
援を自分で選択し，他者に伝える力」を身につけない
まま社会に出ていけばどうなるのか．障害者差別解消
法は絵に描いた餅となり，「社会的障壁の除去を必要
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としている旨の意思の表明」が出来ないために差別を
受け続ける障害者になってしまいかねない．そんな子
どもたちを世の中に送り出すことが無いようにするた
めには，学校生活において自ら支援を求め，適切な配
慮を受けて良かった，出来ないと思ってあきらめてい
たことが支援を受ければできることが分かった，とい
う体験を児童・生徒・学生自身が積み重ねることが不
可欠である．そういう試行錯誤が許される場は，学校
しかない．大学等は，このような能力を学生に付与す
ることに失敗することは許されない．目の前の学生が
必要な申し出をしないからといってその責任を初等中
等教育に転嫁することなく，障害の有無を問わず一人
一人の学生が「社会に参加していく」ための最後の学
校として，使命を果たさねばならない．
聴覚障害学生は，授業情報保障を受けることによっ
て，健聴者はこんなに多くの情報を得ていることに気
づく．そこで初めて，知る喜び，先生に問うて分かる
喜びを他の学生と共有できる．もっと知りたいと考え
るようになる．
やがて，授業外では，学校外では，さらにこれから
生きていく社会では，十分な情報保障制度が無いこと
に気づく．就職先ではどのような情報保障を求めよう
かと考えるだろう．さらに，自分は他人に対して，知
りたいことや考えたことをどのように伝えればいいの
か，お互いの思いの全てを自由に語り合うためにはど
うすればいいのかと考えるようになる．そこから，一
つの選択肢として手話を身に付けるということも生ま
れてこよう．学校で得る「他者に伝える力」は，かく
も汎用性の高いものなのである．
2．3　授業支援と授業外支援
障害学生支援において大学等が実施可能な支援は多
様である．
機構（2017a）は，授業支援を，「点訳・墨訳」から
「学外実習・フィールドワーク配慮」までの27種に分
類している．「聴覚・言語障害」の学生に対しては，「点
訳・墨訳」以外の全ての支援策が実施されている．「配
慮依頼文書の配布」201校（支援実施校数全体の
59.6％）に始まり，「教室内座席配慮」182校，「ノー
トテイク」154校，「ＦＭ補聴器・マイク使用」131校，
「パソコンテイク」110校，「注意事項等文書伝達」108
校，「実技・実習配慮」69校，「ビデオ教材字幕付け」
68校，「手話通訳」58校，「講義に関する配慮」58校，
「学外実習・フィールドワーク配慮」45校，「履修支援」
39校，「授業内容の代替，提出期間延長等」27校，「チュー
ター又はティーチング・アシスタントの活用」26校，
「読み上げソフト・音声認識ソフト使用」23校，「パソ
コンの持込使用許可」21校，「試験時間延長・別室受験」
20校，「回答方法配慮」17校などとなっている．
「聴覚・言語障害」の学生に授業支援をしている学
校は337校あるが，下線を引いた「ノートテイク」，「パ
ソコンテイク」，「手話通訳」（重複回答有り）を実施
している大学等の中には，全ての授業の最初から最後
まで，最低でも二人の支援者が授業情報保障をしてい
る場合も想定される．
これが，近年になって授業支援が増えている発達障
害学生等の支援との違いである．授業時間中の逐一の
情報保障が必要な授業支援（視覚障害学生も同様）は，
大学等の障害学生支援がその教育質保障と密接に結び
付く典型例である．そして，授業中の情報保障を量的
にも質的にも充実させることが，常に聴覚障害学生支
援の課題となっている．
次に，授業以外の支援については，四分類がなされ
ており，ここでは発達障害の学生への対応を紹介する．
『学生生活支援』では，「居場所の確保」146校（支
援実施校全体の37.2％），「個別支援情報の収集」88校，
「情報取得支援」75校など，『社会的スキル指導』では，
「対人関係配慮」198校（50.4％），「自己管理指導」
183校，「日常生活支援」64校，『保健管理・生活支援』
では，「専門家によるカウンセリング」303校（77.1％），
「医療機関との連携」136校，「休憩室・治療室の確保等」
95校など，『進路・就職指導』では，「就職支援情報の
提供，支援機関の紹介」149校（37.9％），「キャリア
教育」133校，「就職先の開拓，就職活動支援」112校，
「障害学生向け求人情報の提供」109校，「インターン
シップ先の開拓」44校となっている．
発達障害学生への支援では，とりわけ対人関係配慮
や自己管理指導などの社会的スキル指導に関して，授
業外での多様な支援の比重が大きくなる．もちろん，
これらのスキル等について不安を抱えている一般学生
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も潜在的に多いと考えられる．したがって，濱田（2015）
のような，障害の有無に限定しない学生支援の取組が
注目されることになるのである．
2．4　大学設置基準第四十二条の二
障害の有無に関係なく，大学等では卒業後の自立を
目的に学生を支援する．大学設置基準が「第42条の 2  
大学は，当該大学及び学部等の教育上の目的に応じ，
学生が卒業後自らの資質を向上させ，社会的及び職業
的自立を図るために必要な能力を，教育課程の実施及
び厚生補導を通じて培うことができるよう，大学内の
組織間の有機的な連携を図り，適切な体制を整えるも
のとする」と定めているとおりである．
学生自身が，「自らの資質を向上させ，社会的及び
職業的自立を図るために必要な能力」が何であるかに，
在学中に気づき，それを自分で伸ばすことができれば
問題はない．だが，障害学生はその気づきに至る契機
が，学生生活においてアルバイト先ひとつをとってみ
ても一般学生と比べ，限られていることが多い．
数少ない障害学生支援の中で，筆者が心がけてきた
のは，授業前後やキャンパス内で会った時に，声掛け
をすることである．孤立させたくないからである．だ
から学内で仲間ができたことが分かれば，本人が相談
にやってくるまでは放っておいてもいいだろうと判断
している．
特に，聴覚障害学生には，ノートテイカ―養成講座
の講師役の地域における聴覚障害者を紹介し，日本聴
覚障害学生高等教育支援ネットワーク（PEPNet-Japan）
における，全国の聴覚障害学生同士の交流会に誘うこ
とも行った．結果として，筆者が支援に関わった聴覚
障害学生（他大学所属も含む）は皆，在学中に手話を
自分のものにした．入学時には手話ができなかった学
生ばかりである．筆者は、聴覚障害学生は在学中に手
話をコミュニケーション手段としている人と出会う権
利があると考えているが，こうした実例を見ているか
らである．
聞こえないという障害を治すことは医師にもできな
い．障害とともに人生を生きる覚悟がどんなものか筆
者には想像ができない．けれども，孤立して，障害と
だけ向き合うような日々を続けるのは辛いだろうと思
う．今は年に数回でしかないが，手話で楽しそうにや
りとりする卒業生たちを見ていると，障害学生支援と
は，障害学生を，他の学生たちや（同じ障害のある）
卒業生・他大学学生・地域の社会人と結びつけていく
ことだと思う．本来は，障害の有無にかかわらず，当
たり前の学生支援ではあるが，特に大学入学まで同じ
ような障害のある友人・知り合いに出会うことがな
かった学生には大事なことだろう．
発達障害学生の支援について，市川（2011: 75-76）は，
他の研究者の言葉を引用しながら次のように指摘して
いる．長くなるが紹介する．
＜問題となるのは，障害を受け止める機会がないま
まに一般扱いの就職活動をおこなったものの，『就職
に失敗する』，『就職後の職場適応で失敗する』等の経
験を通して，『障害に向き合う』ことになる場合であ
る＞＜診断が即適切な自己理解に結びつくことではな
いことも理解される．重要なのは，自分はどのような
特性を持っているのか，そうした特性を持っている自
分をどうとらえ，どう生きるかという学生の自己理解
つまり，「『自分の人生』に対する肯定感と，未来への
希望」であるのではないか．それはすなわち一般学生
と同じ青年期の課題である＞＜一般社会に出る前に，
障害またはその傾向を持つ自分と向き合い，前向きに
考えることのできる場として大学が機能できるかどう
かは，その学生の人生を左右するぐらいの重い意味を
持つと考えられる．高等教育機関のスタッフはその重
みと責任性について認識することが必要である＞＜発
達障害を持つ，またはその周辺の学生に対して「困っ
たと言い出せる文化を作る」ことが支援の第一歩であ
る＞＜障害を持つ学生の支援体制の根本は，学生に「自
分の特性とやり方を知る（自己認識）」「自分だけでは
ないことを知る，自分の理解者がいることを知る（仲
間作り）」「困ったことを伝えたら，まわりが支えてく
れることを知り，自分から働きかけていく力と方法を
知る（自分と社会への信頼）」ことができる環境を作
ることではないだろうか＞．
ここに紹介された知見は，障害学生を支援しながら，
そこにある課題は，障害の有無に関係無く多くの学生
に共通していることだと気づいたところから生まれた
のではないかと思う．障害学生支援はこのように，関
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わりを持つ多くの教職員にとって，重要な認識変容の
契機，学習機会となりうる．特に教員にとって重要な
のは，障害学生と一対一で向き合うだけでなく，教室
という多様な学生たちがいる場所で，授業をしながら
その中にいる障害学生を意識することではないだろう
か．筆者がそう考えるに至った経験を紹介する．
3 　学生のための授業改善研究・実践
3．1　授業内容改善の試み
筆者が，金沢大学に採用され憲法や法学概論などを
教え始めたのは，1988年 4 月のことである．新聞報道
（『朝日新聞』 1993年 2 月 6 日）によれば，「1985年度
は全国の大学入学者411,993名のうち，身体障害者329
名，91年度は，大学入学者521,899名のうち，身体障
害者は433名，その内訳は，視覚障害者200名（国立10
名，公立 3名，私立187名），聴覚障害者115名（国立
17名，公立 1名，私立97名），肢体障害者118名（国立
12名，公立 5名，私立101名）」であった．障害学生が
全国的に極めてまれであり，大学等の教職員が障害学
生について意識することはない時代だった．筆者もそ
んな大学の普通の教員であった．
やがて筆者は，先端医療における自己決定権の問題
を授業で取り上げ，多胎児の減数中絶をめぐる母体保
護法の解釈を研究する中で，障害者問題に関心を持つ
ようになった．文部省大学改革推進等経費を得て開講
した総合科目「自分と向き合う知の方法」では，玉井
真理子さん（信州大学）に「ダウン症と出生前診断」
に関する講義をしていただき，その時に，視覚と聴覚
に障害のある福島智さん（金沢大学教育学部）には，
フロアーから指定発言をしていただき，翌年度には福
島さんご自身に講義をしてもらった．それが2001年 1
月のことで，福島さんは直後に東京大学に移られるの
だが，後に聴覚障害学生支援で助言を頂くことになる．
こうした科目の企画も含め，授業改善の試みを繰り
返した．学生たちに自由に授業テーマを企画してもら
い，実際に正規科目として実現させたのもこの頃であ
り（青野 2003），その科目の一つ「生と死を見つめて」
は今も開講されている．法学部専門科目「裁判制度」
でのミニッツペーパーを用いた授業実践を学部紀要で
報告したのもこの頃である（青野 2004）．
そのような時に，聴覚障害学生と出会い，支援をし，
授業情報保障の仕組みづくりをすることになった．
3．2　障害学生支援から学ぶ
2004年 4 月 7 日，前年に法学部教授（兼担）のまま，
大学教育開発・支援センターに移っていた筆者は，学
務係から「至急，なんでも相談室へ」との連絡を受け
た．相談室はその 3年前に設けられ，室長を開室以来
務めてきた著者はいつでも駆けつけることになってい
た．待っていたのは，入学式を終えたばかりの学生Ｋ
君と母親であり，相談内容は難聴のため授業中の情報
保障を希望するというものであった．その日から知り
合いの学生たちにノートテイクを依頼し，県の聴覚障
害者協会にノートテイク講座を早急に開催することを
お願いするなど，急ごしらえで支援に取り組むことに
なった（青野 2005）．福島さんを含め多くの先生たち
に助言を乞い，障害学生支援は一人ではできず，組織
として対応しなくてはならないことを知った．
履修登録では，筆者の担当する憲法と演習も受講し
てもらうことにした．目の前で支援をしたいと考えた
からである．その結果，「Ｋ君の学ぶ権利を具体的に
保障するには私はどうしたらいいのか」「この人権に
ついての話をしたときに，Ｋ君はどのように受け止め
てくれるだろう」と，授業をする視点が明確になり，
筆者にとっての人権教育実習のように感じられた．ミ
ニッツペーパーから，障害学生がいることを意識しな
がら人権について学び考えることが，多くの学生たち
にとって教育的意義のあることだとも気づいた．
大講義室で筆者は，Ｋ君と二名のノートテイカ―に
説明が正確に伝わるようにと意識を集中した．10人ほ
どの演習では，Ｋ君の意見は本人がノートパソコンで
入力し，モニター画面の文字を私が読み上げる，他の
学生の意見は，私が入力しＫ君に読んでもらうことを
行った．授業後，Ｋ君に，伝わったこと・理解できた
ことを確認してはじめて授業が完了した．その結果，
授業は教員が学生に知識を伝えるために行うのではな
い，伝わった内容を学生が理解できるように行わねば
ならないという，当たり前のことを筆者は初めて認識
することになった．
「大学等での講義は，高校までのように教科書に準
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拠して進むのではなく，教員の話が中心となる．その
ため情報保障のない聴覚障害学生は，講義の内容が十
分に理解できず，講義終了後に友達にノートを見せて
もらい，自分で勉強するしかない．学習の権利を保障
するためにも，情報保障は必要不可欠なのである」（浦
部ら 2011: 17）．
授業支援の主役は，ノートテイカーたちであり，そ
の調整を行った学生支援の職員たちであった．授業内
容を聴覚障害学生に伝えることが出来ない筆者を，
ノートテイカーたちが支援してくれた．筆者は，数十
人の学生たちに助けてもらい，授業の情報保障の仕組
みを整えたに過ぎない．
その後，学生支援の評価や，学習動機と教育成果に
ついて科研費による研究を行い，クリッカーを用いた
授業について企業との共同研究に取り組んだ．全ては，
学生に理解可能な形で伝わることが授業成立の前提に
なることを聴覚障害学生支援で学んだからである．今
も続く，授業実践をしながらの筆者の授業内容研究は，
Ｋ君との幸運な出会いから始まったのである．
3．3　目の前の学生のために始めるＦＤ
ＦＤは，中教審答申（2005）を踏まえ，大学設置基
準「（教育内容等の改善のための組織的な研修等）第
25条の 3　大学は，当該大学の授業の内容及び方法の
改善を図るための組織的な研修及び研究を実施するも
のとする」などと定められ，法的義務となった（2008
年 4 月 1 日施行）．
このときの通知（文部科学省 2007）には，「大学の
各教員に対し義務付けるものではなく，各大学が組織
的に実施することを義務付けるものであること．これ
を踏まえ，各大学においては，授業の内容及び方法の
改善につながるような内容の伴った取組を行うことが
望まれること」との留意事項が記載されていた．
授業内容と授業方法の改善のために，大学が責任を
持って組織的に研修と研究を行うことの意義は言うま
でもない．だが，法的義務化後10年が経過し，ＦＤが
全ての大学等で行われている今もなお，「やらされて
いる感」がぬぐいきれていない教員も多いのではない
か．だとすれば，改善につながるような内容の伴った
研修や研究になっていない可能性がある．
なぜ，自分の授業方法や授業内容を変えなければな
らないのか，講義にアクティブラーニングを取り入れ
なくてはならないのか，納得できずに，研修に参加し
ても効果はあまりないだろう．
筆者の個人的体験を細かに記してきた理由がお分か
りいただけるだろう．教員は，授業は一人でするもの
と考えている．テキストを探し，毎回の授業設計をし，
講義材料の開発のために研究し，配布資料も自分で作
る（印刷も）．そして教室でも一人で教壇に立つ．
これが授業だと考えてきた教員の前に，難聴の学生
が表れたらどうするのか．一人で授業が出来ると考え
てきた教員が初めて、常にノートテイカー学生の助け
を得なければ授業ができない状態に追い込まれるので
ある．
どんな教員でも，目の前に具体的に支援や配慮が必
要と分かる学生がいれば，なんとかしようと考えざる
をえない．個人の能力を超える対応が必要となる．Ｋ
君がいる教室で，筆者が自身に与えた課題は，研究者
マインドから出たものであった．研究では，何十時間
も何日も何カ月もかけて，本や論文を読み，考え抜い
ても，あるいは，実験を繰り返しても，満足な成果が
得られるかは分からない．でも続ける．障害学生支援
では，筆者にとってのＫ君のように，あたかも共同研
究のパートナーのような学生と巡り合える場合もあ
る．Ｋ君が四年生になり，紆余曲折があって，就職支
援室の専門職員の頑張りによって，本人の希望通りの
大手企業に就職が決まった時は，初めての障害学生支
援の成果として，大学全体の力でゴールにたどり着い
たような感慨があった．だから筆者は，大学教育学会
や医学教育学会などで，教育学の知識は何もないのに，
大学教育改革のための実践報告を続けてきたのである．
教員の授業中の実践では，聴覚障害学生やノートテ
イカーのことを考えてゆっくり正確に話をする，視覚
障害学生に大きく正確に見えるように板書するなどを
意識して授業を進めることにより，全ての学生にとっ
てより理解しやすくなる授業が生まれる．
自分なりのやり方で授業を行うことに慣れてしまっ
ている教員であっても，障害学生からの依頼があれば，
障害の程度に応じて，場面に応じて，その都度，臨機
応変な対応を行う．法的に義務付けられる以前であっ
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ても，大学設置基準が求め，障害者差別解消法が求め
るような授業改善に向けて一人の教員がまず動いて，
必要であれば学科や学部単位での支援や配慮につな
がったことがあっただろう．
ＦＤは，授業内容であれ方法であれ，自分の授業に
ついて改善が必要だと感じる教員がいなければ，始ま
らない．きっかけが受講生授業評価アンケートの結果
であるかもしれないし，筆者のように聴覚障害者との
出会いであるかもしれない．
これからの障害学生たちは入学以前に「必要な支援
を自分で選択し，他者に伝える力」を身に付けてくる
可能性が高い．そうした学生たちの存在によって，多
くの大学等で配慮すべきことが共有され，やがてはそ
れが当たり前の大学を育てることにつながるはずであ
る．
4 　合理的配慮と高等教育の本質
4．1　障害学生がいることを前提にして
学生の多様化が問題だという．もともと学生は多様
であった．これからは，もっと多様になる．今，多様
化への対応が求められるのは，本来，一人一人の違い
を意識して行うべき大学の授業が，これまで，違いを
無視するものだったからに他ならない．
大学の教室として写真や動画で紹介されるのは，決
まって大教室である．高校までの教育との決定的な違
いが，教室のサイズに表れている．多人数だと何が起
きるか．配布される資料が全員に行き渡らないうちに
説明が始まる．マイクの音が一番後ろの学生にまで届
いていないのに授業が続く．板書の文字を学生がノー
トに書き留めたか確認することなしに消される・・・
こんな授業が過去には行われてきた．
そこに，アクティブラーニングの導入推進である．
一方向の講義だけでは授業とは言えない．成績評価も，
受講生の一人一人について，その授業で何ができるよ
うになったのかに焦点があてられる．障害学生がいる
かどうかに関係ない．授業として成立するための前提
条件が変わったのである．そのうえでの，障害学生に
対する，法に基づく合理的配慮がこれから問題となる．
さて，それぞれの大学等において通常，教職員はど
のようにして，障害学生が在籍していることを知るこ
とになるのだろうか．
機構（2017a）では，障害学生数が21人以上いる大
学等は336校（前年度288校）あり，その中には，学生
数が500人未満の大学が9校，短期大学が12校ある．そ
のような大学等を含めて，車椅子利用等のはっきりと
分かる障害学生でなければ，直接その学生とのカウン
ター越しでのやりとりや，演習や実習で個別に対応す
ることがなければ，教職員は気づかないことが多いの
ではないかと推測する．
個別の支援を求めている，あるいはそれが必要であ
ると思われる学生を目の前にして初めて，教職員は，
障害学生の存在を知り，直面する課題の存在を知る．
過去に障害学生を教えたことのある教員であっても，
精神障害など自分がこれまで支援したことのない障害
種の学生に対して多様な支援や配慮を行わねばならな
いとなると，対応についてその都度，自分の問題とし
て考えることになる．
機構（2017a）によれば，「障害学生（27,257人）の
うち支援障害学生の総数は13,848人で2,341人の増．支
援障害学生在籍率は0.43％で前年度より0.07ポイント
の増，障害学生支援率は50.8％で前年度より2.2ポイン
トの減」である．障害学生の半分は，支援を申し出て
いないことも事実である．
また，「障害学生の支援の申し出等の相談に対応す
る窓口がある学校は780校（前年度700校），全体の学
校数の66.6％で，前年度より7.4％の増」となっており，
今後，窓口の整備により，支援の申し出を行い実際に
大学等の支援を受ける障害学生の割合は高くなる可能
性がある．
機構は「診断書のある発達障害学生に加え，診断書
はないものの発達障害があることが推察され教育上の
配慮を行っている者（特別な支援を行っていない者は
除く）についても調査」している．「発達障害（診断有）
学生は4,150人で前年度より708人の増，このうち支援
学生は3,023人で前年度より459人の増」「発達障害（診
断書無・配慮有）の支援障害学生は3,046人で前年度
より87人の増で，発達障害（診断書有）の支援障害学
生と合わせると6,069人で，前年度より546人の増」と
なっている（機構 2017a）．発達障害者支援法第 8条は，
「大学及び高等専門学校は，発達障害者の障害の状態
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に応じ，適切な教育上の配慮をするものとする」と規
定しているが，この法律も診断書があることを配慮の
前提とはしていない．そのことを考えあわせれば，未
診断の発達障害学生の存在が明らかとなり，既述のよ
うな自分の特性と向き合う機会を支援として考えられ
る学生も増える可能性がある．
さらに，聴覚障害者でも全く耳が聞こえない人は少
なく，残存聴力を活用して口話の技術を獲得している
人も多い．補聴器や人工内耳などをつけているかどう
かは，一見しただけでは分からない．音声言語を巧み
に用いることが可能な場合もある．
したがって，支援の希望を申し出てはいないけれど
も障害がある，あるいは未診断であるけれども障害が
ある，さらには，今は支援を必要としていないけれど
も学年が進み，実習や就職活動などの場面になると新
たに支援を求めてくる学生がいることなども想定され
る．文字どおり多様な障害学生の存在を前提として，
大学等の授業や高等教育のこれからを考えていく必要
がある．
4．2　大学教育の本質と三つのポリシー
障害者差別解消法により，提供者にとって過度な負
担でなく，かつ障害者が必要としている配慮を，大学
等が拒むことは差別に当たる．合理的配慮の提供は，
国公立大では義務，私立大では努力義務になった．
そのさいに，キーワードとなるのは，本質という言
葉である．
たとえば，文部科学省（2017a）は，「合理的配慮の
申出の内容が教育に関わるものの場合，まず，当該場
面における教育の目的・内容・評価の本質（カリキュ
ラムで習得を求めている能力や授業の受講，入学に必
要とされる要件）に不当な差別的取扱いに当たるもの
や社会的障壁が存在し，それらが障害のある学生を排
除するものになっていないかを個別かつ客観的に確認
する必要がある．その上で，この本質を変えずに，過
重な負担にならない範囲において，教育の提供方法を
柔軟に調整する」「この本質は変えることなく，提供
方法を調整するとともに，授業内容や教科書，資料等
へのアクセシビリティを確保することで，全ての学生
が同等の条件で学べるようにすることが重要である．
また，（卒業後の）資格取得や就職に関するものなど，
教育の本質とは異なる付随的要件を理由に評価される
ことは避けなければならない」など，繰り返し，教育
の本質について言及している．その上で，具体的な提
言を行い，次のように記している．「 3つの方針（ア
ドミッションポリシー，カリキュラムポリシー，ディ
プロマポリシー）やシラバス等の明確化・公開により，
教育の本質を可視化することで，大学等の選択に必要
な情報を入学希望者等に提供するとともに，合理的配
慮の提供において変更可能な点と変更できない点を明
確にする．特に，シラバスに授業の目標，内容，評価
方法を明記することは，授業選択の手掛かりとなるば
かりでなく，障害のある学生が大学等からの支援が必
要かどうかを事前に検討する上でも重要な情報とな
る．」
本稿では既に，三つのポリシーの作成・公表が大学
改革に不可欠なものとして高等教育政策で明示されて
いることを確認した．障害学生支援において要となる
合理的配慮の提供の可否をめぐる論議で，公表された
ポリシーと公表されたシラバスこそが，教育の本質が
可視化されたもの，と位置付けられているのは重要で
ある．
これまで，障害学生にどんな支援をするかは，大学
等の裁量に任されていた．この状況を変えていくため
に，根拠のない裁量を制約するよう，三つのポリシー
やシラバスが機能することが期待されている．
4．3　障害学生支援の大学間格差
学生から見れば，国立も公立も私立も大学は大学で
あり，設置者によって期待できる学生支援が大きく違
うのは理解できないだろう．
機構（2017a）によると，四年制大学だけをとって
みても「国立大学の障害学生数は5,257人（前年度3,520
人）障害学生在籍率は0.88％（同0.59％）．公立大学は，
1,408人（同1,243人），0.96％（同0.86％）．私立大学は，
18,021人（同14,828人），0.81％（0.66％）」と，障害学
生の数は， 1年前からの急増という点では設置者によ
る違いはそれほど無い．
ところが，支援を受けている障害学生となると「国
立は，支援障害学生数3,734人（同2,371人），支援障害
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学生在籍率0.63％（同0.40％），障害学生支援率71.0％
（同67.4％）」となる一方，同じ項目で「公立569人（同
532人），0.39％（同0.37％），40.4％（同42.8％）」，そ
して，「私立8,458人（7,651人），0.38％（同0.34％），
46.9％（51.6％）」となっている．国立大学だけが，支
援を受けている学生の割合も増えたのである．
障害者差別解消法施行直後の数字である．この法律
により合理的配慮が法的義務となった国公立と，そう
ではない私立との違い，さらには職員対応要領の作成・
公表が法的義務となった国立と，そうではない公立と
の準備体制の違いを反映した数値と読める．
障害学生のうち，国立では 7割が支援を受けている
が，公立と私立は 5割を切っている．さらに，大学等
の規模や財政力によって学校間における支援制度の充
実具合や支援に向けられる予算に違いが出てしまうと
なれば，学生たちは納得がいかないだろう．
支援格差の縮小・解消が，既述の障害者権利条約の
遵守という観点からも，これからの高等教育政策上の
大きな課題となる．支援のうち，授業支援についてだ
けの設置者別の数値は，機構（2017a）に掲載されて
いないが，指摘したように，授業支援のありようは，
障害学生の学びに直結するだけに，大学教育の質保証
のために特に注視していく必要がある．
もちろん，（後述するように）法律によって学生相談・
支援が主要業務として義務付けられている国立大学の
先導的対応が最も重要である．実際に，現場の工夫や
ノウハウを共有し，支援の専門性を高めるために，文
部科学省（2017）では，「幹事校となる京都大学とす
でに先進的な取り組みを実施している広島大学が協力
して，障害学生支援の促進に寄与する事業を実施する」
取組と，「申請代表校：東京大学，共同申請校：筑波
大学，富山大学により，全国の大学が多数参加し，障
害学生支援のあり方について知識と経験を共有する基
盤の構築を目指す協議会である全国高等教育障害学生
支援協議会（AHEAD JAPAN）等を参加機関とする
取組」が選定されたという次第である．
こうした大学等の連携が，全ての大学等の障害学生
支援力，学生支援力，さらにそれを前提とした教育力
の底上げにつながることが期待される．
５ 　おわりにー共生社会の担い手としてー
聴覚障害者の重要なコミュニケーション手段であ
り，障害者権利条約でも「言語」として明確に位置づ
けられている手話は，ろう学校などの教育現場では教
えられることがなく，手話を使うことが禁じられてい
た時代もあった．
筆者は，そんな時代のろう学校で教育を受けたとい
う方の講演を聴いて愕然としたことがある．その方は，
学校で「ろう者は，聴者の言うことに従わなければな
らない」と教え込まれたというのである．
 「日本の高等教育機関における聴覚障害学生支援の
取り組みは，聴覚障害者を聾学校の教員に登用する目
的で，聾学校教員養成機関に特別に入学を許可したこ
とに始まるとされる．そして，1948年の新制大学発足
時に，特殊学校卒業生の大学受験が認められた」（浦
部ら 2011: 18）．それ以来，聴覚障害者の大学等への
門戸は，法的に閉ざされてはいなかった．だが，学び
たい，知りたいという意欲を伸ばし，場合によっては
教員を含む周囲の大人たちを批判的にとらえながら，
自立してはじめて手にする，ろうの子どもたちの自由
への冒険を阻む空気が，ろう学校に存在した可能性が
ある．
日本も批准している子どもの権利条約では，「第12
条 1 項　締約国は，自己の意見を形成する能力のある
児童がその児童に影響を及ぼすすべての事項について
自由に自己の意見を表明する権利を確保する」「第13
条 1 項　児童は，表現の自由についての権利を有する．
この権利には，口頭，手書き若しくは印刷，芸術の形
態又は自ら選択する他の方法により，国境とのかかわ
りなく，あらゆる種類の情報及び考えを求め，受け及
び伝える自由を含む」と，それぞれ一定の条件を付し
ながらであるが，意見表明権とその前提となる情報を
求める権利などを子どもたちに保障している．初等教
育・中等教育の段階で，これらの権利保障のための教
育を行い，聴覚障害の子どもたちにも「必要な支援を
自分で選択し，他者に伝える力」を確実に身に付けさ
せねばならない．
さて，ここで大学の法的定義を振り返ってみたい．
周知のように，学校教育法第83条は「大学は，学術
の中心として，広く知識を授けるとともに，深く専門
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の学芸を教授研究し，知的，道徳的及び応用的能力を
展開させることを目的とする」と規定する．
この条文の解釈については，「『学術の中心として』
という表現に象徴されるように，明らかに他の学校種
の発達とその接続性に基づいた教育の原理とは異なる
目的規定となっている」「学術の中心に周辺から足を
踏み入れていれば学生が育つという・・・定義をして
いる．現代社会においては，ある意味で現実性に乏し
く，怪しげな定義とも見られるが，それは中世欧州大
学での『学寮』を通した教育など，数世紀にわたって
継承・結晶化された歴史的な認識枠組みなのである」
「『学術の中心として』『教授研究』を行うことで学生
の教育の方法論としているところが大学」と指摘され
ている（吉本 2009: 201）．教育学者によってこのよう
に，歴史的背景を踏まえて説明されてきたのが，これ
までの大学の法的定義である．
だが，大学の法的定義には，近年の法令によって，
具体的な要素が新たに加わったと筆者は考えている．
法律は，国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）
であり，次の条項がその根拠である．
「第21条　国立大学法人に，国立大学の教育研究に
関する重要事項を審議する機関として，教育研究評議
会を置く． 4　教育研究評議会は，次に掲げる事項に
ついて審議する．・・・五　教育課程の編成に関する
方針に係る事項　六　学生の円滑な修学等を支援する
ために必要な助言，指導その他の援助に関する事項　
七　学生の入学，卒業又は課程の修了その他学生の在
籍に関する方針及び学位の授与に関する方針に係る事
項」として，三つのポリシーを審議する教育研究評議
会は，学生支援に関する事項も審議することが義務付
けられている．その後に「第二十二条　国立大学法人
は，次の業務を行う．一　国立大学を設置し，これを
運営すること．二　学生に対し，修学，進路選択及び
心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと」
と規定し，法人の業務の二番目に学生相談・支援を挙
げている．
今日の国立大学では，「学生の円滑な修学等を支援
するために必要な助言，指導その他の援助」「修学，
進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助」
が，主要な業務となっているのである．
そして，文部科学省令である大学設置基準の規定改
正である．前述した2010年に追加された「第42条の二」
は，「卒業後に社会的及び職業的自立を図るために必
要な能力」を，在学中に「教育課程の実施及び厚生補
導を通じて培う」とし，そのために「大学内の組織間
の有機的な連携を図り，適切な体制を整える」ことを
義務付けた.教育課程の実施，すなわち授業だけでは，
卒業後自立するための能力を身に付けさせることはで
きない．全学の有機的連携のもと，厚生補導すなわち
学生支援体制を強化しなければならないと規定したの
である．
大学設置基準の2016年の改正では，「第42条の三 
大学は，当該大学の教育研究活動等の適切かつ効果的
な運営を図るため，その職員に必要な知識及び技能を
習得させ，並びにその能力及び資質を向上させるため
の研修（第25条の三に規定する研修に該当するものを
除く．）の機会を設けることその他必要な取組を行う
ものとする．」との規定が置かれた．
注目すべきことに，この改正省令公布の通知にさい
しては，「「職員」には，事務職員のほか，教授等の教
員や学長等の大学執行部，技術職員等も含まれること」
との留意事項が付された（文部科学省 2016）．
大学等における学生支援の重視の政策を前提にすれ
ば，この新たな，教授等や学長等を含む全学研修は，
まず，障害者差別解消法の遵守のために実施すべきと
筆者は考える．
障害者差別解消法は，「第 5条　行政機関等及び事
業者は，社会的障壁の除去の実施についての必要かつ
合理的な配慮を的確に行うため，自ら設置する施設の
構造の改善及び設備の整備，関係職員に対する研修そ
の他の必要な環境の整備に努めなければならない」と
規定する．社会的障壁の除去それ自体については，合
理的配慮が義務である国公立の大学等でも，条件付き
であり，全て実現するとは限らない．また，施設の構
造改善や施設整備については，経費等の理由ですぐに
は実現できないこともやむを得ない．　　
しかし，「関係職員に対する研修」を費用等を理由
に実施しない場合には，環境整備に向けて努力そのも
のをしなかったと判断されよう．私立の大学等も含め，
学校としての「公的な責任」を全うするコンプライア
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ンス遵守としても最も重視しなければならない全学研
修である．
障害者差別解消法の目的は「障害を理由とする差別
の解消を推進し，もって全ての国民が，障害の有無に
よって分け隔てられることなく，相互に人格と個性を
尊重し合いながら共生する社会の実現に資する」（第
1条）である．
学生支援の多様化・複雑化に焦点をあてた本特集で
筆者に与えられたテーマは，障害学生支援であった．
今日の大学教育を考えるにあたって，特に教室におけ
る障害学生に対して行われる支援がどのような意義を
持っているのかを考えてみた．
増えたといっても，全国に「27,257 人（全学生数の
0.86％）」（2016年）しかいない障害学生である．実際
に授業支援に携わる教員は多くはない．それでも，教
員が授業内容・方法の改善を行う動機づけとなりうる．
組織としてそれを「研修」テーマとする必要がある．
さて，機構（2017a）によれば，2015年 5 月 1 日現
在で最高年次に在籍した障害学生は4,997名（前年，
4,608名）であり，2016年 3 月31日までに卒業した障
害学生は3,690名（前年，2,930名）であった．そして
これら2015年度卒の障害学生の進路（2016年 5 月 1 日
まで）は，進学289名（前年，205名），就職者1,953名（前
年，1,470名）などとなっている．
こうして社会に出ていき，職業上の自立を求められ
る障害者たちが，やがて障害の有無にかかわりなく互
いに尊敬し合い，一緒に生活し，一緒に働く共生社会
の担い手となっていく（青野 2017）．
障害者差別解消法が求めているのは，簡単にできる
「配慮」では決してない．平等を実現するための組織
的な ｢合理的配慮」の法理念が，今後の大学教育にど
のように定着をしていくのか，また，学習環境整備の
中で共生社会の構築に資する学生たちを育てることが
できるのか，これから関心を持って見ていきたい．
各大学における障害学生数や支援状況の公表に関し
付言すれば，例えば，機構（2017c）は，「外国人留学
生受入数の多い大学」の名前を，上位31校について留
学生数とともに公表している．機構（2017a）は，個
別大学等の障害学生数や支援状況を公表しないことを
前提に実施されている調査という制約がある．した
がって，各大学等において自発的に，適切な形で在籍
障害学生の数だけでも公表すれば，共生社会を先取り
する大学等の指標とすることができる．
幸いにも筆者は，誰のために授業をしているのか．
障害学生を目の前にしてそれを考え直す機会を与えら
れた．そして，障害学生を含む全ての学生が，「卒業
後自らの資質を向上させ，社会的及び職業的自立を図
るために必要な能力」を身に付けることができるため
に，大学等が，公益性，公共性をもっと自覚すべきだ
と考えるようになった．
具体的に配慮しなければそうした力をつけることが
困難な学生が，どの大学等のキャンパスにも必ずいる
はずである．そのことに気づけば，とりわけて障害と
いうことではなく，例えば，コミュニケーションに不
安を抱える学生たちに相互に触れ合う場を創る試みも
生まれる（濱田 2015）．障害学生支援と限定すると，
配慮を求める学生がいないと始まらないことになり，
それは障害者差別解消法の理念に即したものではない．
本来の学生支援の目的は何なのか，学生が学ぶこと・
考えることを支援するのが教員と職員の共通の役割で
あるとすれば，それを遂行することで，大学等は学習
支援の集合体となる．教員と職員が共に学生のために
働いていることを知る学生たちは，間違いなく未来の
共生社会の優れた担い手となるであろうことを，筆者
は信じている．
障害学生支援を契機に大学教育が質向上に向けた転
換期を迎えていることを理解していただけたなら，本
特集で取り上げられた意味もあろう．
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